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木津川市デジタル田園都市構想総合戦略の概要

2014年11月：まち・ひと・しごと創生法

＜背景＞人口減少と超高齢化

＜対策＞人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正

＜構想＞それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持

2015年10月：木津川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

2020年03月：第２期木津川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

2024年03月：木津川市デジタル田園都市構想総合戦略

2025年06月：地方創生2.0基本構想 3



木津川市デジタル田園都市構想総合戦略の概要
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基本目標１
産業の活性化、企業誘致・立地企業による雇用と就業の創出

＜事業内容＞

◼ けいはんな万博２０２５の開催にあたり、物産展への出店やSNS等も活用した広報活動の
展開により学研都市の更なる周知とプロモーション活動を実施した。

◼ 特産品の生産振興を図るため選果集計システム導入や新規就農者の経営支援、新たな取り
組みとして環境負荷低減に資する農業を実施する農業者支援を実施した。

◼ 地域経済活性化の取組みを進める中で、商工会と連携した施策を実施し、特定創業支援に
おいてはオンラインを活用した動画講習の導入により利用促進を図った。

＜今後の方針＞

 大阪・関西万博のレガシーを継続し、学研都市の成長へとつなげるポスト万博シティの実
現に向け、先端技術や理念を継承し社会実装に向けて取り組んでいく。また、創業支援や
農業者支援の継続と充実を図ることで地域経済の活性化に寄与する。

重要業績評価指標（KPI） R4現況値 R6実績値 R7実績値 R10目標値

生産年齢人口（推計人口比） ー ー89人 ー302人 ＋80人

新規就農者延べ人数 17人 20人 21人 50人

ビジネス出展会等への共同出展
回数

1件 1件 1件 3件
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基本目標１
産業の活性化、企業誘致・立地企業による雇用と就業の創出

◼ けいはんな万博の開催

大阪・関西万博２０２５に併せて、けいはんな

万博２０２５を開催

（日時）令和７年４月～１０月

（場所）けいはんな学研都市全域

（内容）アート、体験イベント、ワークショップ

（実績）来場者数 約２０万人

◼ 特定創業支援

創業希望者や創業間もない人をサポートする

支援制度。要件である講習等の受講について

オンラインを活用することで、利用促進を

図った。

認定件数：２０件（前年度比＋１３）
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基本目標２
新しい人の流れをつくる

＜事業内容＞

◼ 木津川アートでは15人の作家による作品展示や学研企業によるワークショップを実施した。
また同時期に開催されたけいはんな万博との共同により、25,000人が来場した。

◼ 恭仁宮跡が全国６６件、府内４件目となる特別史跡の指定を受けた。恭仁宮の活用推進と
知名度向上に向け、府市連携の実行委員会によるワークショップや恭仁宮FESTAを開催し
た。

◼ 地域おこし協力隊の活動では、SNS等を活用して情報を発信しながら、地域情報冊子「な
がものがたり」を作成し、移住イベントなどで配布することで、加茂地域外の人には移住
先としての魅力を発信できた。

＜今後の方針＞

 地域に根付いたアートを活かし、市への周遊観光・観光消費の促進を目指すイベントを実
施していく。また、特別史跡恭仁宮跡の更なる知名度の向上と活用に向け、京都府や地域
と共同しながら取組を進めていく。

重要業績評価指標（KPI） R4現況値 R6実績値 R7実績値 R10目標値

観光入込客数 641,207人 757,444人 813,436人 1,000,000人

観光消費額
2,167,845

千円
2,054,313

千円
1,927,248

千円
2,500,000

千円

木津川アート来場者数 11,588人 ー 25,000 12,000人
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基本目標２
新しい人の流れをつくる

◼ 木津川アート２０２５

（会場）木津川市役所周辺、けいはんな精華・

西木津地区

（期間）令和７年９月２７日（土)～

１０月１３日（月）

（内容）作品展示、市内企業によるワークショップ

音楽イベント等

（実績）来場者数２５,０００人

◼ 恭仁宮跡の特別史跡指定と恭仁宮FESTA

（日時）令和７年１１月２日～３日

（場所）恭仁宮跡・史跡公園一帯

（内容）アート、体験イベント、ワークショップ

（実績）来場者数６，２１１人
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基本目標３
結婚・出産子育ての希望をかなえる

重要業績評価指標（KPI） R4現況値 R6実績値 R7実績値 R10目標値

年少人口（将来人口推計比） ー －290人 －596人 ＋180人

保護者の保育支援システム利用率
（％）

ー 100％ 100％ 80％

女性の就業・両立支援講座、男性の家
事・育児支援講座の参加者数（人）

35人 107人 125人 80人

＜事業内容＞

◼ 保育業務支援システムの使用状況を把握しサポートを行うとともに、キャッシュレス決裁
の導入により保育園の負担軽減及び保護者側の利便性の向上に努めた。

◼ ファミリーサポートセンター事業についてSNSを駆使し周知を行ったことで、実支援を担
う会員数が増加となり、地域における支え合いの子育て機能の充実を図ることができた。

◼ 男女共同参画社会の実現を目指し、市民参画と協働により、市民意識を高め、参画者同士
のネットワーク作りを目的として、キラリさわやかフェスタを開催し274人が参加した。

＜今後の方針＞

 保育支援業務システムやキャッシュレス機能について保護者アンケート等の実施による効
果検証を行い、更なる機能の充実に努めていく。教育において導入済のタブレットやデジ
タルドリルの効果的な活用を進めるとともに、児童の健全な教育環境の確保のため体育館
の空調設備について中学校に引き続き、小学校においても順次進めていく。
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基本目標３
結婚・出産子育ての希望をかなえる

◼ ファミリー・サポート・センター事業

子育て家庭の援助及び地域における支え合い

の子育て機能の充実を図るため、育児の援助

を受けたい方と育児の援助を行いたい方との

会員相互の運営を行う事業

令和７年度会員数３９２人（前年度比＋２２人）

◼ キラリさわやかフェスタの開催

市民参画と共同による男女共同参画社会の実現

に向け、各々の構成と能力を発揮できる社会形

成促進のための事業

（日時）令和７年１０月１９日

（場所）女性センター

（内容）展示、販売、体験コーナーの設置

講演会、トークセッション

（実績）参加者数２７４人
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基本目標４
安心して暮らせる地域づくり

重要業績評価指標（KPI） R4現況値 R6実績値 R7実績値 R10目標値

コミュニティバス年間利用者
数（人）

242,119人 288,290人 318,660人 280,000人

防災士養成延べ人数 146人 239人 286人 350人

介護予防サポーター数（人） 230人 269人 279人 350人

＜事業内容＞

◼ コミュニティバスについて、ICデータやアンケートの実施により利用状況分析を行うとと
もに、物価高騰対策とバス活用による外出促進のため、運賃半額とする支援事業を実施し
た。また、城山台地域におけるバスの自動運転実証運行を実施し、実装に向けた成果を得
た。

◼ 災害に強いまちづくりを目指し、地域防災力向上のための人材育成を積極的に実施、防災
士養成講座では新たに４７名を養成した。また、新たに企業との連携協定を７件締結する
とともに、トイレカーの導入を図るなど、災害時の対応強化に努めた。

◼ 高齢者のみまもりあいアプリやSOSネットワーク事前登録制度の啓発や声かけ訓練の実施
により地域での見守り、支え合う体制づくりに努めた。

＜今後の方針＞

 交通ネットワーク・公共施設の整備、維持管理に努め、防災や福祉施策の推進とコミュニ
ティの充実により地域の安心安全な暮らしの向上を図っていく。
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基本目標４
安心して暮らせる地域づくり

◼ 自動運転バス実証実験

令和７年度試乗者数 ９０６人

令和８年度も引き続き実証実験を実施し、令和９年

度の社会実装を目指す。

◼ トイレカーの導入

男性用トイレ（助手席側）洋式２基、小便器１基

女性用トイレ（運転席側・前）洋式２基

多目的トイレ（運転席側・後）洋式１基、オスト

メイト対応トイレ

（車いす用昇降リフト付き）

トイレ使用可能回数 １運用あたり３００～４００回
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基本目標５
誰もが便利で快適に暮らせるデジタル基盤の整備

重要業績評価指標（KPI） R4現況値 R6実績値 R7実績値 R10目標値

オンライン申請対応件数 ー 91件 75件 250件

個人番号カード交付枚数 55,404枚 70,068枚 81,895枚 62,000枚

時間外勤務時間数減 94時間 44時間 116時間 90時間

＜事業内容＞

◼ 重要なデジタル基盤となるマイナンバーカード業務について、郵便局への委託を開始した
ことで受付窓口が拡大でき、多くの市民の方に利用いただいた。

◼ 福祉医療費受給資格確認のオンライン化未対応分について、京都府と連携を取りながら導
入に向けた調整を進めた。

◼ 木津川市公式LINEにて住民票等の各種照明書の電子申請を開始した。

◼ デジタルデバイド対策として携帯キャリア会社と連携し、スマートフォンの操作方法など
の基礎からe-tax、生成AI利用などの応用に関する教室を16回開催した。

◼ 自治体情報システムの標準化に対応して８業務システムの標準準拠システムへの移行を完
了した。

＜今後の方針＞

 更なるフロント・バックオフィスDXの推進、デジタル基盤整備により、市民サービスに係
る利便性の向上と職員の負担軽減と業務効率化を図っていく。

13



基本目標５
誰もが便利で快適に暮らせるデジタル基盤の整備

◼ 郵便局でのマイナンバーカード事務委託

令和７年度利用実績

電子証明書の発行・更新 ３，６１７件

暗証番号の再設定 ２，１１２件

小計 ５，７２９件

※市全体１８，２２２件に対し３１％を占める

◼ 木津川市公式LINEによる申請

木津川市公式LINEから24時間いつでも住民票

交付申請が可能。手数料と郵送料の支払いは

クレジットカードな、キャッシュレス決済に

対応しており、申請完了1週間程度で自宅へ

郵送される。

令和７年度（１０月～３月）実績 ２５件
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）
（旧：デジタル田園都市国家構想交付金）

★地方版総合戦略に位置づけられた、地方公共団体の自主的・主体的で先導的
な事業を、複数年度（概ね５か年度以内）にわたり安定的・継続的に支援する。

令和７年度新しい地方経済・生活環境創生交付金（地方創生推進タイプ）実績一覧

No 交付対象事業の名称 総事業費
※対象外経費含む

交付決定額
（対象経費×１╱２）

事業内容

1
「まるっと京都」周遊観光プレ

ミアム化促進事業
3,905,495円 1,952,747円

あつまれ茶問屋フェス（2,673,495円）
お茶の京都ＤＭＯ協議会負担金①（1,232,000円）

2

あなたとともに「心やすらぐ地
域の暮らし」を ～みんなが主
役の地域振興事業

5,747,000円 2,528,000円
お茶の京都ＤＭＯ協議会負担金②（5,247,000円）
山背古道推進協議会負担金（500,000円）

3
「子育て、子育ちにやさしい」
京都創生プロジェクト事業

1,670,100円 834,250円 子育て支援アプリの運用・機能強化

合 計 11,322,595円 5,314,997円
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【あつまれ茶問屋フェス】

＜事業概要＞

万博開催期間中、上狛茶問屋街のＰＲを行うため、お茶をテーマとしたイベント「あつまれ茶問屋
フェス」を開催。「福寿園 山城館」開設も契機とし、日本の誇るべき「茶文化」を発信するために
「茶」に関連したイベントを実施し、賑わいを創出。

○ 飲食ブース（茶に関する商品を中心）

○ 体験ブース（お茶体験など）

○ 学習ブース（お茶シンポジウムなど）

開催期間：令和７年６月７日（土）

来場者数：約２，２００人

【お茶の京都ＤＭＯ】

平成２９年３月２７日に設立された、京都府と山城地域１２市町村が社員となる組織（一般社団法

人京都山城地域振興社）。それぞれの地域と連携し、観光地域づくりの総合プロデューサーとして、

戦略的な観光地域づくりの推進を目的とする。

＜事業概要＞

旅行会社（AGT・OTA）や各DMO等とも連携し、コンテンツの開発やツアーの造成を実施

○「歴史・文化」観光コンテンツの造成、高付加価値化等

○「学び・体験」「食」をテーマにした観光キャンペーンの実施

○朝・夜の観光コンテンツの開発等

１．「まるっと京都」周遊観光プレミアム化促進事業
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）
（旧：デジタル田園都市国家構想交付金）

★デジタル技術を活用し、地方の活性化や行政・公的サービスの高度化・効率
化を推進するためのデジタル実装に必要な経費を支援する。

令和７年度新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）実績一覧

No 交付対象事業の名称 総事業費
※対象外経費含む

交付決定額
（対象経費×１╱２）

事業内容

1
コンビニ交付対応キオスク端末

の設置事業
2,010,874円 1,005,437円

市内のコンビニエンスストア等が周辺にない地域の郵便局
にキオスク端末を設置し、住民票などの証明書交付により市
民サービス向上とマイナンバーカードの利用機会の創出を図
る。

合 計 2,010,874円 1,005,437円
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企業版ふるさと寄附金

地方と企業のつながりを生み出し、地方への資金や人材の還流を促進する。

（制度のポイント）

○地方公共団体が行う地方創生の取組

に対する企業の寄付金について法人

関係税を税額控除

○寄付額の下限は10万円と低めに設定
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企業版ふるさと寄附金

本市の寄付実績について ※R6とR7との差は「産官学連携人材育成事業分」

（R7活用事業）

1.けいはんな万博 ：１１，０００千円

2.木津川市市民まつり ： ９，０００千円

3.木津北地区保全推進事業 ： ６，０００千円

4.中学生海外派遣事業 ： ３，４００千円
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木津川市過疎地域持続的発展市町村計画について

 市の人口は合併以後も増加を続け、令和４年に８０，０００人を上回った
が、その後は減少局面へ転換。想定より早い人口減少が進んでいる。

 加茂地域においては令和４年４月に「過疎地域の持続的発展の支援に関す
る特別措置法」に基づき、過疎地域に指定。

分野別計画

上位計画
第2次木津川市総合計画後期基本計画

令和６年度～１０年度

木津川市デジタル田園都

市構想総合戦略

令和６年度～１０年度

木津川市過疎地域持続的

発展市町村計画

令和８年度～１２年度

＜総合戦略・過疎計画の位置づけ＞

人口減少・地域創生の目

的について、総合戦略と

リンクさせ、令和８年度

から１２年度を計画期間

とする木津川市過疎地域

持続的発展市町村計画を

再策定しました。
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